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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 社会福祉管理費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 0 357   357

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 0 357   357

事業
概要

社会福祉業務事務費（主として、社会福祉法人指導監査に係る業務の事務費）

今年度
見直し
事 項

事業
目的

社会福祉業務事務費（主として、社会福祉法人指導監査に係る業務の事務費）

その他

現状と
背景

社会福祉業務事務費（主として、社会福祉法人指導監査に係る業務の事務費）
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 戦傷病者・戦没者遺族援護事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 206 195   ▲ 11

財
源
内
訳

国  0

県 17 5   

 

▲ 12

市債   0

その他   0

一般財源 189 190   1

事業
概要

戦没者追悼式の実施、戦傷病者手帳・戦没者遺族弔慰金受付等に関する事務
費 今年度

見直し
事 項

玉栄丸慰霊碑の水道代については、本
事業での計上を取り止め、「9717　玉栄
丸慰霊碑環境整備事業」で計上

事業
目的

戦傷病者・戦没者遺族援護事務を行うことにより戦傷病者・戦没者遺族への福祉
向上を図る。

その他

現状と
背景

主な行事
４月　玉榮丸爆発事故慰霊献花式
１０月　境港市戦没者追悼式
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 民生委員推薦会

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 36 36   0

財
源
内
訳

国  0

県 10 10   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 26 26   0

事業
概要

民生委員推薦会　３年に1度の一斉改選のほか、欠員補充の際にも推薦会を召集
して、民生委員候補者の推薦を行なう。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

民生委員推薦会　民生委員候補者を適任であるかどうかを審議する。

その他

現状と
背景

一斉改選以外の年にも辞職者が出た場合に推薦会を開催している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 婦人保護費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2,570 2,966   396

財
源
内
訳

国 371 447  76

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 2,199 2,519   320

事業
概要

経済、夫婦関係、離婚、家庭内暴力、ＤＶなど女性のさまざまの相談に応じ、問題
解決の指導、助言を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

指導、助言を通じて相談者の問題解決を図るとともに、ＤＶ被害を受けている女性
を保護する。

その他

現状と
背景

ＤＶに対する社会的関心が高まる中、ＤＶ等に関する相談が増加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 福祉資金貸付事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,200 1,200   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 1,200 1,200   0

一般財源 0 0   0

事業
概要

一時的に経済的困窮状態にある者を救済するために社会福祉協議会が行う緊急
小口貸付の原資を貸し付ける。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

社会福祉協議会が行う緊急小口貸付の原資を貸付し、一時的緊急的に経済的に
困窮状態にある人への自立を支援する。

その他

現状と
背景

境港市社会福祉協議会の社会福祉貸付（緊急小口資金）実績
　平成26年度＝19件、442,000円、　平成27年度＝20件、484,000円
　平成28年度＝15件、338,000円
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会計 一　般　会　計 所管課 財　政　課

款 民　生　費
事業名 障害者福祉基金積立金

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2 2   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 2 2   0

一般財源 0 0   0

事業
概要

　障害者福祉の推進のため、市民などからの寄附金等を、障害者福祉基金に積
み立てるもの。当初予算では、基金の運用収入（預金利子）等を計上している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　障がい者福祉への指定寄附金等を障害者福祉基金に積み立て、境港市での
障がい者福祉の推進を図り、障がい者の自立と社会参加の促進に寄与する。

その他

現状と
背景

　境港市障害者福祉基金は、障がい者の福祉事業に充てるため昭和５６年度に
設置している。



10

3

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 市　民　課

款 民　生　費
事業名 国民健康保険費特別会計繰出金

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 320,075 310,267   ▲ 9,808

財
源
内
訳

国 30,933 33,429  2,496

県 130,538 128,597   

 

▲ 1,941

市債   0

その他   0

一般財源 158,604 148,241   ▲ 10,363

事業
概要

保険税軽減などの制度に基づくもの及び国保財政安定化のために一般会計から
国民健康保険費特別会計に対する繰出金 今年度

見直し
事 項

事業
目的

保険税軽減などの制度に基づくもの及び国保財政安定化のために、一般会計か
ら国民健康保険費特別会計に対する繰出

その他

現状と
背景

平成28年度実績
  保険税軽減分     138,866,340円
  保険者支援分      72,382,593円
  事務費、人件費     7,047,174円
  出産育児一時金分   5,040,000円
  財政安定化支援分  54,521,000円
  法定外繰入分      53,609,000円
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 全国婦人相談員連絡協議会会費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2 2   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 2 2   0

事業
概要

全国婦人相談員連絡協議会の会費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

全国婦人相談員連絡協議会（婦人相談員の全国ネットワーク）に加入し、婦人相
談員同士の情報交換を図るとともに、研修会等に参加することによりスキルアップ
を図る。

その他

現状と
背景

婦人相談の増加、内容の複雑化等により、婦人相談員のスキルアップが求められ
ている。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 社会福祉事務人件費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 144,034 155,737   11,703

財
源
内
訳

国 4,699  ▲ 4,699

県 71 78   

 

7

市債   0

その他 7,934 8,794   860

一般財源 131,330 146,865   15,535

事業
概要

社会福祉業務に携わる職員の人件費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

社会福祉業務に携わる職員の人件費

その他

現状と
背景

社会福祉業務に携わる職員の人件費
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 境港市社会福祉協議会補助金

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独 

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 25,162 28,124   2,962

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 25,162 28,124   2,962

事業
概要

境港市社会福祉協議会の職員（対象職員８名）の人件費の８割補助。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

人件費の補助を通じて社会福祉協議会の運営体制の安定化を図り、もって地域
福祉の増進に寄与する。

その他

現状と
背景

社会福祉協議会の「地域福祉活動計画」の実施により地域福祉の推進を図って
いく。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 境港市民生児童委員協議会補助金

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独 

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,182 1,190   8

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 1,182 1,190   8

事業
概要

民生児童委員協議会が行う活動を支援するための研修事業等の運営費・活動費
を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

市内の民生委員・児童委員（主任児童委員）で組織する民生児童委員協議会の
運営費助成を行うことにより地域での援助を必要とする人への支援体制の充実、
住民福祉の増進のための活動を円滑に実施することに寄与する。

その他

現状と
背景

平成２９年１１月現在　　定数８６人　　現在数８５人（民生・児童委員　７１人　　主
任児童委員　１４人）
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 法外援護扶助費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 3,642 3,649   7

財
源
内
訳

国  0

県 1,277 1,316   

 

39

市債   0

その他   0

一般財源 2,365 2,333   ▲ 32

事業
概要

①被保護世帯・重度障害者世帯への夏冬の見舞金の支給
②被保護世帯の児童・障害児への進級準備金の支給 今年度

見直し
事 項

事業
目的

被保護世帯等に対し、出費がかさむ夏季、冬季及び児童・生徒進級時期に給付
金を支給することにより、対象世帯への経済的負担の軽減を図る。

その他

現状と
背景

【夏季見舞金】
県分：世帯人数に応じて5,000円～5,600円、市分：定額2,600円＋500円×世帯人数
【冬季見舞金】
市分：定額4,000円＋500円×世帯人数
【進級準備金】
定額3,000円
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 行旅死病人等扶助費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助 

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 300 300   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 300 300   0

一般財源 0 0   0

事業
概要

①身元不明などの無縁仏を火葬し、市営墓地に仮安置する。
②行旅困窮者への支援（旅費等） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

①身元不明等引取り手のない死体を処理する。
②行旅困窮者を支援する。

その他

現状と
背景
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金）

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助 

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 476 568   92

財
源
内
訳

国 357 396  39

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 119 172   53

事業
概要

生活困窮者のうち、離職などにより住居の喪失又は喪失のおそれのあるものの中
で、一定の要件を満たす者に対して、就職活動を支援するため、住居確保給付
金を有期にて支給するもの。　生活保護の住宅扶助基準額を限度額として、原則
３か月支給する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　住居を喪失した又は喪失のおそれがある、就労意欲及び就労能力のある生活
困窮者に対し、住居の確保および就労機会の確保を支援する。

その他

現状と
背景

　現下の雇用情勢の悪化などにより、失業とともに住居を喪失する者が増加した。
住居を失うことで、再就職が困難になり自立生活の維持することができなくなって
しまう。そのため、社協による生活費の貸付として「総合支援資金」の制度利用とあ
わせて家賃の給付により自立生活再建を支援するための制度が平成２１年１０月
から創設され、本事業へと展開した。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 境港市社会福祉協議会バス団体会費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 3 3   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 3 3   0

事業
概要

市社会福祉協議会所有のマイクロバスを利用するための団体会費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

市社会福祉協議会所有のマイクロバスを利用するため

その他

現状と
背景

市役所においては福祉課、長寿社会課など複数の課において、各種事業の実施
のために使用している。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 玉栄丸慰霊碑環境整備事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 178 189   11

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 178 189   11

事業
概要

玉栄丸慰霊碑の環境を適正に管理する。

今年度
見直し
事 項

慰霊碑にある水道代について、これまで
「8123　戦傷病者・戦没者遺族援護事
業」で計上していたが、本事業にて計
上。

事業
目的

慰霊参拝者が厳かな気持ちで参拝できるように環境を整え、痛ましい事故を風化
させることなく次代、内外へ伝えていく。

その他

近年は  水木しげるロードの観光客が、
境港市探訪観光の中で本慰霊碑に注
目し、慰霊参拝を行っているということも
あり、慰霊碑周辺の環境整備を定期的
に行うことで、痛ましい事故を風化させる
ことなく、平和の尊さを次代へあるいは
内外へ伝えていくことに寄与できる。

現状と
背景

　昭和20年4月23日大正町に接岸中の軍用船「玉栄丸」が突然爆発し、死者115名、重軽
傷者309名、倒壊消失家屋431戸、罹災人口1,790人にのぼる山陰最大の戦災事故が起
こった。
　その犠牲者の慰霊のため、昭和40年に慰霊碑が建立され、平成7年に現在地へ移転し
た。移転後は近隣の方が不定期に参拝しているほか、市により毎年事故当日同時刻に慰
霊献花式を行っている。



10

3

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 長寿社会課

款 民　生　費
事業名 要援護者台帳システム構築事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 894 3,933   3,039

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 894 3,933   3,039

事業
概要

要援護者台帳システムに高齢者・障がい者の避難行動要支援者のデータを入力
し、一括管理することで、災害時に迅速で適切な対応をする。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

要援護者台帳システムを導入し避難行動要支援者の居住地、支援者、避難ルー
ト等を一括管理することができ災害時に迅速で適切な対応ができる。

その他

現状と
背景

避難行動要支援者の確認、データ入力を毎年行う必要がある。
現在使用しているシステムの保守が平成29年3月で満了し、保守延長も1年となっ
ているため、機器の更新が必要となる。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活困窮者自立支援事業（自立相談支援）

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 3,156 2,441   ▲ 715

財
源
内
訳

国 2,367 1,830  ▲ 537

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 789 611   ▲ 178

事業
概要

生活困窮者からの就労の支援その他の自立に関する問題について、その相談に
応じ必要な情報の提供及び助言を行い、一人ひとりの状況に応じた支援計画を
作成し、伴走型支援を実施するもの。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持できなくなるおそれのある生活困窮
者の自立促進を図る。なお、本事業は法による必須事業となっている。

その他 境港市社会福祉協議会に委託して実施

現状と
背景

バブル崩壊以後の経済構造の変化、少子高齢化の進行、一人親世帯の増加など
世帯構造の変化など社会経済構造の大きな変化のなかで、生活困窮者が増加し
てきており、包括的、個別的、早期的な支援を行うことで自立促進をにつなげてい
く
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活困窮者家庭等学習支援事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 203 1,591   1,388

財
源
内
訳

国 101 795  694

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 102 796   694

事業
概要

生活困窮世帯の児童に、学校でわからなかった箇所、授業の復習学習、また学
習習慣を身に付けるための学習指導を行なうもの。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 生活困窮者自立支援法の事業として、生活困窮家庭の子供に対する「学習支援
事業」を行い、子どもの将来が経済的な環境に左右されることなく、夢と希望をもっ
て成長していけるように支援するもの。（対象学年は小学3年生～5年生）。

その他

現状と
背景

 生活困窮者自立支援法において、子どもの将来が環境に左右されることなく、夢
と希望をもって成長していけるよう、生活困窮家庭の子供に対する「学習支援事
業」が任意事業として位置づけられた。また、鳥取県においては、子どもの貧困対
策推進計画を策定、生活困窮世帯の子供への学習支援の推進がうたわれてい
る。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 生活困窮者等中間的就労支援推進事業

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 100 50   ▲ 50

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 100 50   ▲ 50

事業
概要

生活困窮者に対する中間的就労（一般就労と福祉就労の間の就労）の支援の推
進を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

さまざまな事情から直ちに一般就労で働くことが困難な生活困窮者に対し、一歩
手前の中間的就労の場での就労を支援することで就労へ結び付ける。

その他

現状と
背景

生活困窮者の中には引きこもりや家庭の事情等で一般就労が困難な方もあり、い
わゆる「中間的就労」の場が求められているが、これまではその場が少ない上に市
町村レベルでの開拓が困難であった。そこで、県が28年度中途から事業所の開
拓や支援機関との連携を図る事業を開始しているが、受入経費が必要となる事業
所もある。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 境港市地域福祉計画推進委員会

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 0 42   42

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 0 42   42

事業
概要

境港市地域福祉計画の着実なる推進、目標達成に向けてＰＤＣＡサイクル実践に
よる進捗管理を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港市地域福祉計画の着実なる推進、目標達成に向けてＰＤＣＡサイクル実践に
よる進捗管理を行う。

その他

現状と
背景


